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1. 背景・目的 

圏央道 1)の整備効果は，企業へのヒアリング調査など

によって一部明らかになっているが，データ等に基づ

く定量的な把握にまでは至っていない．近年，携帯電話

の基地局情報に基づく 3次メッシュ(1km×1km)別滞在

人口であるモバイル空間統計 2)に注目が集まっている．

しかし，モバイル空間統計は移動目的が不明なため，分

析の目的に合致したデータの抽出方法と，膨大なデー

タを効果的に分析する方法が必要である．  

本研究では，モバイル空間統計を非負値行列因子分

解によって，工業団地とその他地域との間の物流の流

れを定量的にパターン化することで，物流の特徴を捉

える．その上で，圏央道整備による物流の経年変化を考

察することを目的とする． 

 

2.工業団地の物流に関するデータの抽出 

 対象地域は，東京都を除く関東地方（千葉県・埼玉県・

栃木県・茨城県・神奈川県・群馬県）と山梨県の計 7県

の産業用地ガイド掲載の用地に重複する 3 次メッシュ

である．分析対象期間は，2015 年～2017 年の 6・7 月で

あり，1240 地点が抽出された． 

データの項目は，目的地（メッシュ）・日付・時間・

居住地・人数等である．居住地は，携帯電話の契約地で

あり，207 生活圏ゾーンで計測する．本研究では，工業

団地に滞在するトラックドライバーの滞在人口を工業

団地の交流量と仮定する． 

データの抽出手順は以下の通りである．産業用地ガ

イド記載の用途地域に基づいて，工業団地の用途地域

が，工業専用地域・工業地域に絞った．さらに，3 次メ

ッシュの重心が工業団地のポリゴンデータに内包され

るデータのみを抽出した．工業団地のポリゴンデータ

を用いて， 3 次メッシュを工業団地 ID に置換したとこ

ろ，27 の工業団地 ID が抽出された． 

3. 非負値行列因子分解の結果 

OD 表に含まれる典型的なパターンが抽出できる非

負値行列因子分解（NMF）を適用する．非負値行列因子

分解 3)は，I×J サイズの非負値行列 X を，I×K 非負値

行列 T と K×J 非負値行列 V の積の形に分解する

（Fig.1）．この分解は，X と TV の近似の程度を評価す

る損失関数を行列 X と TV の距離 D(X,TV)と定義し，

これを非負制約の下で最小化することによって行う．

今回は，関数 D として Euclid 距離を採用した．K は，

データから取り出すパターン数であり，その決定は，分

析者が行わなくてはならない．様々な K を与えて計算

を繰り返して，非負値解釈が可能なパターンのみがで

る最大の基底数を選択する．行列 T の各列はパターン

の特徴を表し，行列 V の各行はパターンの重みを表す． 

携帯電話所有者の居住地を O（交流先），工業団地 ID

を D と仮定する．抽出したデータを用いて，滞在人口

の交流先を行側に，工業団地 ID と年次の情報を列側と

して，表中に交流量を集計した．OD 表の大きさは，88

（交流先）×81（工業団地 ID と 3 年次分）である． 
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(1)パターンの特徴 

行列 T の各列は，交流先パターンの特徴を表す．行

列 T の各列の和は 1 で正規化されているため，交流

先パターン間の比較ができる．各列で値が大きな生

活圏は，そのパターンの交流先を表現する．パターン

別の主な交流先を Table.1に示した． 

(2)パターンの重み 

行列 V の各行は，交流先パターンの工業団地・年次

別の重みを表しており，各パターンがどの工業団地
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とどの年次で結びついているかを示している．Fig.2

に，パターン別に 2015・2016・2017 年の総延べ人数

（2 か月分）を示した．総延べ人数は，2015 年で約

369 万人，2016 年で約 356 万人，2017 年で約 375 万

人であった． 

(3)結果 

(1)(2)より，抽出したパターンのうち，圏央道の整備

による物流の変化に影響を受けると考えられるパタ

ーンが 2 つあった．Fig.3に 2017 年 2 月に圏央道の

開通した区間とパターン 4 の工業団地交流先の位置

関係を示す．土浦と交流先するパターン 4 は，千葉県

野田市の工業団地と強いつながりをもっている．

Fig.4より，千葉県野田市と茨城土浦の交流先の交流

量は，2017 年は 2015 年に比べ，8％交流量が増加し

ている． 

 

4．結論 

 モバイル空間統計から，工業団地の物流に関する交

流量を抽出できた．非負値行列因子分解によって，工業

団地と交流先とのつながりと，その経年変化を考察で

きた．今後は，データ抽出条件の設定を変更して，より

多い工業団地を抽出する必要がある．また，非負値行列

因子分解のパターン数の決定にパターン間の類似度を

参照するなど，定量的な指標の導入が必要である． 

 

 

 

Fig.1 非負値行列因子分解のイメージ 

 

Table.1 パターン別交流先

  

 

  

Fig.2 パターン別年次別延べ人数 

 

 

Fig.3 パターン 4の交流先と工業団地の位置関係と

圏央道 

 

  

Fig.4 パターン 4の工業団地別延べ人数 
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1 千葉千葉 6 神奈川

2 千葉成田 7 千葉船橋

3 東京多摩 8 茨城(下館・古河)栃木(宇都宮)

4 茨城土浦 9 埼玉児玉・大里

5 埼玉浦和 10 千葉安房・君津
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